
ＰＡＺ内輸送能力の確保
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 輸送能力確保に当たっては、社会福祉施設、在宅の避難行動要支援者、教育機関の避難のために、島根県内
のバス会社が保有する車両のほか、中国電力が配備する車両により、必要車両台数を確保

 島根県内のバス会社等と連携し、 人程度の輸送能力を確保

車両確保先、確保時期、確保台数

ＰＡＺ

施設敷地緊急事態 全面緊急事態

バス
福祉車両
(車椅子)

福祉車両
(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ)

バス
福祉車両
(車椅子)

福祉車両
(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ)

確保車両台数 １，３６９台 １，０２６台 ８４台 １，３６９台

県内自治体

県内医療機関、社会福祉施設 ９３５台 ５９台

県内バス会社 ７９１台 ９台 ７９１台

中国電力㈱

鳥取県内のバス会社等 ５７８台 ９１台 １６台 ５７８台

※ バス車両数は中国運輸局調べによる。福祉車両は、平成２７年バス事業者調査等による。

要精査



８．ＵＰＺ内の防護措置等

＜対応のポイント＞
UPZ内の学校・保育所の児童生徒等は、警戒事態の段階で、保護者の元へ帰宅させる。

UPZ内の住民は、施設敷地緊急事態の段階で、屋内退避の準備をする。

UPZ内の住民は、全面緊急事態の段階で、屋内退避を実施する。
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ＵＰＺ内児童生徒等の保護者への引き渡し・屋内退避等

 ＵＰＺ内の児童生徒等は、警戒事態の段階で県又は市において保護者への引き渡しが決定された場合、安
全を確認した上で引き渡しを開始

 施設敷地緊急事態の段階でも引き続き帰宅をすすめる
 全面緊急事態の段階で児童生徒等が残っている場合は、災害対策本部からの指示に従い屋内退避

児童・生徒等の各段階における動き

警戒事態（EAL1）・
施設敷地緊急事態（EAL2）

全面緊急事態（EAL3）
ＯＩＬ１
ＯＩＬ２

放
射
性
物
質
放
出

保護者へ引き渡し

• 安全を確認した上で、
引き渡し

学 校

• 保護者とともに広域避難先
へ一時移転等

保護者へ引き渡し

• 災害対策本部の指示に従い、
屋内退避

学校で屋内退避

• 避難指示があった場合には、
学校単位で地区ごとに割り
当てられた避難先へ避難し、
避難先で保護者へ引き渡す
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ＵＰＺ内即時避難困難者の屋内退避、一時移転等 ①

 ＵＰＺ内においても、緊急時に即時避難が困難な病院の入院患者や社会福祉施設の入所者等の避難行動要
支援者が屋内退避するたるための建物に放射線防護対策を実施

 放射線防護対策施設は、ＵＰＺ内で病院が３か所、入所社会福祉施設が13か所があり、942人が入院、805
人が入所

ＵＰＺ内放射線防護対策整備済施設
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市名 施設名 所在地 定員 

松江市 
東部島根医療福祉センター 東生馬町 100 

松江赤十字病院 母衣町 645 

境港市 鳥取県済生会境港総合病院 米川町 197 

病院 3 942 

松江市 

特別養護老人ホーム大野の郷 大野町 80 

特別養護老人ホームあいかの里 岡本町 50 

地域密着型特別養護老人ホームいやしの館 西川津町 20 

特別養護老人ホーム明翔苑 西浜佐陀町 55 

特別養護老人ホームうぐいす苑 西法吉町 50 

特別養護老人ホームすまいる苑 法吉町 100 

介護老人保健施設悠々園 川原町 80 

介護老人保健施設もちだの郷 東持田町 100 

授産センターよつば 打出町 60 

持田寮 東持田町 30 

シリウス苑 法吉町 40 

米子市 介護老人保健施設弓浜ゆうとぴあ 大崎 70 

境港市 光洋の里 渡町 70 

入所社会福祉施設 13 805 

 



ＵＰＺ内即時避難困難者の屋内退避、一時移転等 ②
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 ＵＰＺ内放射線防護対策施設の即時避難困難者は、施設敷地緊急事態の段階で放射線防護対策施設での屋内
退避の準備を開始

 全面緊急事態の段階で、屋内退避を実施。合わせて放射線防護装置を起動
 適切な搬送体制の確保を待って一時移転等

即時避難困難者（放射線防護対策施設）各段階における動き

警戒事態
（EAL1）

施設敷地緊急事態（EAL2） 全面緊急事態（EAL3）

放
射
性
物
質
放
出

ＯＩＬ１
ＯＩＬ２

<屋内退避の準備>

• 放射線防護対策を行った区
域へ即時避難困難者を移動

<屋内退避の実施>

• 放射線防護対策を行った区
域でそのまま退避

• 放射線防護装置を起動

<一時移転等の実施>
• 適切な搬送体制の確保を待って一時移転等

を実施

<安定ヨウ素剤の服用>

• 災害対策本部からの指示により安定ヨウ素
剤を服用

放射線防護対策施設 放射線防護対策施設 放射線防護対策施設

病院（避難先）

広域福祉避難所

<屋内退避時の生活物資等の確保>

• 放射線防護対策を行った施設には、屋内退避をした
者が７日間を目安に生活できる食料及び生活物資等
を確保するため、必要な備蓄と供給体制を整備

<屋内退避時の放射線防護資機材の確保>

• 放射線防護対策を行った施設の職員等が、活動でき
るよう放射線防護資機材を当該施設に備蓄

＜燃料、物質等の供給体制の確保＞
・災害発生時において、放射性防護対策施設が屋内退
避等を継続するための物資、燃料等が必要となった場
合は、県が優先的に当該施設に補給を行い、屋内退避
を継続できる体制を確保する。



各段階における入院患者の動き

警戒事態
（EAL1）

施設敷地緊急
事態（EAL3）

全面緊急事
態（EAL3）

放
射
性
物
質
放
出

ＯＩＬ１
ＯＩＬ２

<屋内退避>

<避難方法>

• 各病院で定められた避難計画に基づき、県が示すルートに従い避難
• 島根県の入院患者の避難先については、必要となる病院の機能や病床の種別など様々

であり、入院患者の状況も異なることから、スムーズに避難先が確保できるよう、あ
らかじめ島根県が関係機関及び隣接県と合意した調整方法に基づき、入院患者の病態
に応じた避難先病院を確保

• 鳥取県は、避難先となる病院とのマッチングが完了しており、計画に基づき避難を行
うが、必要に応じて入院患者の容態等も踏まえ細部の調整を行う。

• なお、避難に伴うリスクを軽減するために、避難先となる病院での受け入れ準備や搬
送手段の確保など避難体制が整ってから広域避難を実施

<避難手段>

• 福祉車両、バス、ヘリコプター等の避難手段については、各病院が自ら確保できる避
難手段の他は、県が、国、関係機関の協力を得て確保し、市と連携しながら各病院に
手配

ＵＰＺ内入院患者の屋内退避、一時移転等

60

 入院患者は、施設敷地緊急事態の段階で屋内退避の準備を行い、全面緊急事態の段階で屋内退避
 島根県の入院患者の避難先となる病院は、あらかじめ島根県が関係機関及び隣接県と合意した調整方法に基

づき、入院患者の病態に応じた避難先病院を確保
 鳥取県の入院患者は、マッチング先である県東部・中部の病院に避難

病 院 【避難元】 【避難先】

福祉車両、バス、救急車、ヘリ等

病院避難ルート

病院

避難退域時検査
避難先

病院



各段階における施設入所者の動き

警戒事態
（EAL1）

施設敷地緊急
事態（EAL2）

全面緊急事
態（EAL3）

放
射
性
物
質
放
出

ＯＩＬ１
ＯＩＬ２

<屋内退避>

＜避難方法>

• 各社会福祉施設にて定められた避難計画に基づき、広域福祉避難所（または避難所）へ
直接避難

• なお、避難に伴うリスクを軽減するために、広域福祉避難所での受け入れ準備や搬送手
段の確保など避難体制が整ってから広域避難を実施

• 鳥取県でも、避難計画に基づき避難所及び福祉避難所へ避難を行うこととしているが、
避難所までの50kmを超えた避難が、避難行動要支援者等の過重な負担となり健康状態を
悪化させないよう配慮し、状況によっては島根原子力発電所から30～50km圏内の施設へ
の一時避難を検討する。

<避難手段>

• 福祉車両、バス、ヘリコプター等の避難手段については、各施設が自ら確保できる避難
手段の他は、県が、国、関係機関の協力を得て確保し、市と連携しながら各施設に手配

ＵＰＺ内施設入所者の屋内退避、一時移転等
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 施設入所者は、施設敷地緊急事態の段階で屋内退避の準備を行い、全面緊急事態の段階で屋内退避
 施設入所者（鳥取県では入所者のうち配慮が必要な者）は、一般の避難所より生活環境が整った広域福祉避

難所へ直接避難
 福祉車両、ヘリコプター等の避難手段については、各施設が自ら確保できる手段の他は県が確保

施 設
【避難元】 【避難先】

避難ルート

バス、福祉車両、ヘリ等
社会福祉施設

（入所施設）

避難退域時検査
広域

福祉避難所



各段階における在宅の避難行動要支援者の動き

警戒事態
施設敷地
緊急事態

全面緊急
事態

放
射
性
物
質
放
出

ＯＩＬ１
ＯＩＬ２

<屋内退避>

<避難方法>

• 自家用車による避難を原則とするが、自家用車による避難が難しく、自ら若しくは
他の支援により移動が可能な方は、各地区毎に定められた、バス等によって避難す
るための集合場所となる一時集結所に集結し、避難先自治体の避難経由所へ避難

<避難手段等>

• 福祉車両、バス、ヘリコプター等の避難手段については、自ら確保できる避難手段
の他は、県が、国、関係機関の協力を得て確保し、市と連携しながら手配

ＵＰＺ内在宅の避難行動要支援者の屋内退避、一時移転等
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 在宅の避難行動要支援者は、施設敷地緊急事態の段階で屋内退避の準備を行い、全面緊急事態の段階で屋内
退避（鳥取県では、放射線防護対策施設における一時的な屋内退避の実施を検討）

 在宅の避難行動要支援者のうち、配慮が必要な者は、広域福祉避難所へ避難
 福祉車両、ヘリコプター等の避難手段については、自ら確保できる手段の他は県が確保

自 宅

自家用車

車両、徒歩等

【避難元】 【避難先】

避難ルート

避難ルート

救急車、ヘリ等

設備面での

配慮が必要

な者

※避難経由所の設定は

島根県のみ。

バス等
自宅

避難退域時検査

一時

集結所

避難

経由所 広域

福祉

避難所

自宅

自宅



ＵＰＺ内一般住民の屋内退避、一時移転等 ①（自家用車）

 避難は、原則自家用車を利用
 島根県は、各地区ごとに定められたルートを通って避難先自治体の「避難経由所」へ移動。避難経由所で

指示を受け、開設済みの避難所に移動
 鳥取県は、各地区ごとに定められたルートを使用して、マッチング先である避難所へ移動。なお、避難指

示が弓浜半島全域に出された場合は、島根原子力発電所からの距離に応じて段階的避難を実施
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自 宅

一般住民（自家用車で避難）の各段階における動き

警戒事態
（EAL1）

施設敷地緊急
事態（EAL2）

全面緊急事態
（EAL3）

放
射
性
物
質
放
出

ＯＩＬ１
ＯＩＬ２

<屋内退避>

<島根県の避難方法>

• 自家用車による避難が可能な方は、各地区毎に定められた避難ルートを通って、避難先
自治体の目的地（施設）となる避難経由所へ移動

• なお、渋滞の抑制や避難先での駐車場確保の観点から、原則乗り合わせ
• 移動中は、急な放射性物質の放出に備え、車内への外気侵入防止など放射性物質を可能

な限り取り込まない対応を行いながら避難することとし、安定ヨウ素剤服用指示があれ
ば安定ヨウ素剤を服用してから避難

• 避難経由所到着後、集結状況により段階的に順次開設される避難所へ移動

<鳥取県の避難方法>

• 各地区ごとに定められた避難ルートを通って、マッチング先である避難所へ移動
• 避難指示が弓浜半島全域に出された場合は、全体を４ブロックに分けて、島根原子力に

近いエリアから５時間間隔で避難を行い、20時間で避難を完了する。

自家用車 徒歩等

※避難経由所の設定は島根県のみ。

【避難元】 【避難先】

避難ルート
自宅

避難退域時検査
避難

経由所 避難所



一般住民（バス等で避難）の各段階における動き

警戒事態
（EAL1）

施設敷地緊急
事態（EAL2）

全面緊急事
態（EAL3）

放
射
性
物
質
放
出

ＯＩＬ１
ＯＩＬ２

<屋内退避>

<島根県の避難方法等>

• 自家用車による避難が難しい方は、各地区毎に定められた、バス等によって避難するた
めの集合場所となる一時集結所に徒歩等によって集結し、県が確保するバス等による避
難手段により、避難先自治体の避難経由所へ避難

• 移動中は、急な放射性物質の放出に備え、車内への外気侵入防止など放射性物質を可能
な限り取り込まない対応を行いながら避難することとし、安定ヨウ素剤服用指示があれ
ば安定ヨウ素剤を服用してから避難

• 集団避難におけるバス等の避難手段は、県が国、関係機関の協力を得て確保し、市と連
携しながら一時集結所や学校など必要な場所に手配

• 自家用車避難と同様に、避難経由所到着後、集結状況により段階的に順次開設される避
難所へ移動

<鳥取県の避難方法等>

• 県は、市町村及び指定地方公共機関等の協力を得ながら、一時集結所からあらかじめ定
めた避難所へ避難住民の輸送を実施

• 県は、指定地方公共機関である県内バス事業者等のほか、必要に応じて直接あるいは関
西広域連合を通じて県外バス事業者から輸送に必要な台数のバスを確保

• 船舶及び航空機による輸送力の確保が可能な場合は、補完的手段としてこれらによる避
難を実施

ＵＰＺ内一般住民の屋内退避、一時移転等 ②（バス）

 自家用車による避難が難しい場合は、バス等で避難
 島根県は、集合場所となる一時集結所へ集結し、県が確保するバス等により避難先自治体の「避難経由

所」へ移動避難経由所で指示を受け、開設済みの避難所に移動
 鳥取県は、市があらかじめ定めた一時集結所に徒歩で集結した後、県等が手配するバス等の準備車両によ

り指定された避難経路により避難所へ移動
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自 宅

徒歩等 徒歩等

※避難経由所の設定は島根県のみ。

【避難先】【避難元】

避難ルート

バス等
自宅

避難退域時検査
一時

集結所

避難

経由所 避難所



ＵＰＺ内輸送能力の確保
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 ＵＰＺ内で一時移転等の対象となる区域は、ＵＰＺ内全域ではなく、その一部に留まることが想定されるが、
ＵＰＺ内全域が一時移転等を実施すると仮定した場合の輸送能力を確保

 必要となる輸送能力は、想定対象人数約31,093人、必要車両数693台に対して、島根県内及び鳥取県内バス
会社の保有車両数は1,369台と必要台数を確保

合計 松江市 出雲市 安来市 雲南市 米子市 境港市 備考

ＵＰＺ内人口 457,239 194,523 121,702 35,373 32,390 37,937 35,314 H27.8.31現在

バスによる一時移転等
が必要となる住民

31,093 13,228 8,276 2,405 2,203 2,580 2,401
住民の6.8%がバスによ
る一時移転等が必要と
なる想定※１

必要車両台数 693 294 184 54 49 58 54
バス１台あたり45人程
度の乗車を想定

バス会社保有台数
県内のバス会社から必
要な輸送手段を調達

791台（島根）／578台（鳥取）

対象人数
（想定）

※１ 「原子力災害時における避難方法等の実態把握調査」に基づく想定



国、関係機関による輸送能力の確保
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 島根県及び鳥取県内の輸送手段では不足する場合の輸送能力の確保については、他県との応援協定に基づ
き、隣接県等から輸送手段を調達

 この手段により確保した輸送手段で対応できない場合、原子力災害対策本部からの依頼に基づき、国土交
通省が関係団体、関係事業者に対し協力を要請

 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（自衛隊、警察、消防、海上保安庁）
に支援を要請

原子力災害対策本部
（首相官邸）

島根原子力発電所

県名 保有台数 府県名 保有台数

島根県 791 三重県 1,230

鳥取県 578 滋賀県 1,000

岡山県 1,927 大阪府 4,022

広島県 3,211 京都府 2,261

山口県 1,384 兵庫県 3,917

中国５県計 7,891 奈良県 1,006

和歌山県 706

徳島県 515

関西広域連合計 14,657



ＵＰＺ内輸送能力の確保（避難行動要支援者）
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 必要となる輸送能力は、想定対象人数約 人について、バス 台、福祉車両 台
 必要となる輸送能力に対して、保有車両数は 台

車両乗車対象、必要時期、必要台数

ＵＰＺ

放射性物質放出後

乗車対象 乗員数 支援者数 バス
福祉車両
(車椅子)

福祉車両
(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ)

避難行動要支援者

入院患者

施設入所者

在宅者

計

車両確保先、確保時期、確保台数

県内

避難方法等の実態把握調査の
結果を踏まえて要検討

（他地域の「緊急時対応」においては記載なし）



９．緊急時モニタリング
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＜対応のポイント＞
緊急時モニタリングの目的は、原子力災害による環境放射線の状況に関する情報収集とＯＩ

Ｌに基づく防護措置の実施の判断材料の提供及び原子力災害による住民等と環境への放射線影
響の評価材料の提供にある。そのため、緊急時モニタリングでは、時間的・空間的に連続した
放射線状況を把握する。



企画調整グループ

緊急時モニタリングの企画調整を担い､緊急時モニ
タリングセンター内の活動に対する監督を行う｡

情報収集管理グループ

中央との情報共有システムを維持･管理するととも
に､緊急時モニタリングデータの一元的管理等を行う｡

測定分析担当

緊急時モニタリングを実施する｡

国：１名

国 ：４名
島根県 ：６名
鳥取県 ：２名
原子力事業者 ：２名
関係指定公共機関：２名

国 ：４名（注１）
島根県 ：８名
鳥取県 ：２名
原子力事業者 ：２名
関係指定公共機関：２名

国 ：２名（注１）
島根県 ：10名（注２）
鳥取県 ：50名（注２）
原子力事業者 ：16名
関係指定公共機関：12名

島根
グループ

鳥取
グループ

※ 構成員は交代要員を含む
注１ 国から委託を受けた民間の機関を含む
注２ 島根県・鳥取県の構成員は各県のモニタリング

計画等に基づく

動員体制
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 警戒事態発生後、島根県及び鳥取県は「県モニタリング本部」を設置し、関係市、中国電力㈱等と連携して
緊急時モニタリング計画に基づき緊急時モニタリングの準備を開始

 施設敷地緊急事態に至った時点で、国は県等の協力を得て緊急時モニタリングセンター（ＥＭＣ）を島根県
に設置

 ＥＭＣの体制について、センター長、企画調整グループ及び情報収集管理グループを島根オフサイトセン
ターに、測定分析担当は、それぞれの県に拠点を設置

 島根地方放射線モニタリング対策官事務所に、 名を配置し、緊急時モニタリング体制を強化



モニタリングポスト配置図

 島根原子力発電所の周辺地域では、発電所から半径30ｋｍ圏内を中心に186局（島根県161局、鳥取県12局、
中国電力６局、国７局）の測定局を用いて24時間監視を行っている。
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モニタリングステーショ
ン・モニタリングポスト
(非常用発電機装備)

モニタリングカー
可搬型モニタリングポスト

(常設､蓄電池装備)
簡易型モニタリングポスト
(常設､太陽光パネル装備)

【島根県】

モニタリングステーション
(非常用発電機装備)

可搬型モニタリングポスト
(常設､蓄電池装備)

測定資機材

 モニタリングステーション（島根県10局、鳥取県２局）及びモニタリングポスト（島根県151局、鳥取県10
局）で、発電所周辺地域の放射線量、放射性物質濃度を測定

 電源等の喪失が発生しても測定や伝送が中断しないよう、非常用電源や通信回線の強化を実施
 万一、モニタリングステーション等が使えなくなった場合に備え、可搬型モニタリングポスト（島根県７台、

鳥取県12台）を配備
 放射線量、放射性物質濃度を測定する測定装置や機材を搭載したモニタリングカー等を配備
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【鳥取県】

モニタリングカー可搬型モニタリングポスト
(常設､蓄電池装備)



10．避難退域時検査及び簡易除染

72

＜対応のポイント＞

避難退域時検査は、国がＯＩＬに基づく防護措置の指示とともに地方公共団体に実施を指示
し、これを受けた地方公共団体があらかじめ定めた実施計画に基づき実施することとなってい
る。



検査候補地
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 国の「原子力災害時における避難退域時検査及び簡易除染マニュアル」を踏まえ、避難経路
に面する場所又はその周辺に候補地を選定

１．浜山公園

２．東部高等技術校

３．道の駅キララ多伎

４．湖陵総合公園

６．道の駅掛合の里

５．出雲市佐田支所

１．名和農業者トレｰニングセンター
１３．大山ＰＡ

２．中山町農業者トレーニングセンター

１４．中海ふれあい公園

３．東伯総合公園体育館

９．さくらおろち湖周辺

１１．比田いきいき交流館周辺

４．伯耆町B&G海洋センター

５．江府町立総合体育館

１０．旧久野小学校

１２．安来市伯太庁舎

６．倉吉市関金農林漁業者等
健康増進施設

７．旧那岐小学校

７．道の駅たたらば壱番地 ８．吉田総合センター周辺
凡例

島根県選定 14か所

鳥取県選定 ７か所

避難経路



検査体制、資機材

 避難退域時検査は、島根県、鳥取県が中国電力㈱と連携し、国、関係自治体、関係機関の協
力のもと運営

 中国電力㈱は、備蓄資機材を活用し、 人程度の要員を避難退域時検査場所へ動員
 指定公共機関（放射線医学総合研究所・日本原子力研究開発機構）は、国及び関係自治体か

らの要請に基づき、要員及び資機材による支援を実施
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検査責任者及び補佐

検査チーム 簡易除染チーム

検
査
済
証
交
付
担
当

そ
の
他

（
連
絡
体
制
の
構
築
、
搬
送
の
た
め
の

車
両
の
待
機
等
）

車
両
指
定
箇
所
検
査
チ
ー
ム

住
民
指
定
箇
所
検
査
チ
ー
ム

車
内
検
査
チ
ー
ム

車
両
確
認
検
査
及
び

簡
易
除
染
チ
ー
ム

住
民
確
認
検
査
及
び
携
行
物
品
検
査

並
び
に
簡
易
除
染
チ
ー
ム

避難退域時検査及び簡易除染の体制（例）

交
通
誘
導
員

他

県が定める避難退域時検査実施計画に基づき
検査及び簡易除染を実施
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量子科学技術研究開発機構（千葉市）

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
(OFC)

2011.03 福島第一原子力発電所の事
故時におけるOFC（大熊町）での活動

指導・助言

相談
避難退域時
検査場所等

量子科学技術
研究開発機構

（いずれの車両も衛星通信回線を装備）

大型救急車
患者搬送

支 援 車
現場指揮、

資機材・人員搬送

検査・測定車
ﾐﾆﾗﾎﾞ付き、線量評価測定

 量子科学技術研究開発機構（千葉市）は、緊急時、国及び関係自治体の要請に基づき、オフ
サイトセンターに専門家、救急搬送車両等を派遣

 必要に応じ、避難退域時検査等における指導・協力を実施。また、本所からは、被ばく医療
に関する相談への指導・助言も実施

量子科学技術研究開発機構による協力体制



日本原子力研究開発機構による協力体制

 日本原子力研究開発機構は緊急時において、原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ（茨城）が窓口と
なリ、国及び関係自治体の要請に基づき、避難退域時検査場所における検査指導等の協力を
実施するとともに、検査等に関する資機材、車両による支援も実施

 また、オフサイトセンターや緊急時モニタリングセンター（ＥＭＣ)等へ専門家を派遣

※平成23年東日本大震災時における
日本原子力研究開発機構の活動

資機材運搬車

移動式体表面測定車

移動式全身測定車

作業員の内部被ばく測定 緊急被ばく医療のための受入体制構築

日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ
（福井支所）

日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ（茨城）

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

放射線防護資機材
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検査手順等
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※ 避難時の除染や緊急事態応急対策活動等により発生した汚染水・ 汚染付着物等に
ついては原子力事業者が処理。

避

難

住

民

※ 車両の一時保管が必要となった場合は、原子力事業者の協力の下、保管場所を確保。

一時保管等

乗員

車両

・住民については、
汚染拡大防止処置
を行った上で除染
が可能な機関で除
染を実施。場合に
よっては、内部被
ばくの検査ができ
る機関へ搬送。
・携行物品につい
ては汚染拡大防止
措置等を実施。

避難所等へ

避難所等へ携行物品検査

住民

物品

車

両

検

査

簡

易

除

染

住

民

検

査

簡

易

除

染

訓練風景

40,000cpm
超過

40,000cpm
以下

40,000cpm超過

40,000cpm以下

OIL4
以下

OIL4
超過

OIL4
以下

OIL4
超過40,000cpm

超過

40,000cpm
以下

 避難退域時検査は、自治体職員、原子力事業者、放射線技師等により以下のフローで実施
 検査要員は、検査及び簡易除染が実践できるよう、放射線の基礎等の講義及び機器の取り扱

い実習を含む研修を受講



11．安定ヨウ素剤

78

＜対応のポイント＞
放射性ヨウ素は、身体に取り込まれると、甲状腺に集積し、数年～十数年後に甲状腺がん等

を発生させる可能性がある。このような内部被ばくは、安定ヨウ素剤をあらかじめ服用するこ
とで低減することが可能である。このため、放射性ヨウ素による内部被ばくのおそれがある場
合には、安定ヨウ素剤を服用できるよう、その準備をしておく必要がある。




